




The Welfare Effect of Public 
Infrastructure Investment :  
A Simulation Analysis Considering  
the Future Population of Japan
林　　　亮　輔 2)
　　Public infrastructure investment may aﬀect household welfare through 
its impact on business productivity and the residential environment. 
This paper examines the welfare eﬀect of infrastructure investment by 
constructing a regional econometric model that takes into account the 
future population and economies of various regions in Japan. It concludes 
that in order to improve the level of household welfare, infrastructure 
improvements relevant to industrial activities are desirable in metropolitan 
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　　Yrt = ArKPrt®Lrt¯e°t  …… (1)
と特定化し、（1）式の両辺を対数変換した、
　　lnYrt = ar + ® lnKPrt + ¯ lnLrt + °t  …… （2)
を用いてパラメーターの推計を行う。（2）式における Y は実質県内総生産、
KP  は民間資本ストック、L は労働力、添字 r および t は、それぞれ都道府
県と年度を表す。なお、（2）式ではタイムトレンド（t）を用いることにより、
全国共通の生産性上昇要因が全期間に渡り一定であると仮定している。






























最　大 97,346,601 172,836,353 8,796,240
最　小 1,249,283 1,126,843 308,257
平　均 9,332,529 15,710,419 1,324,495
標準偏差 12,653,082 20,910,069 1,396,548

















注）1） 括弧内は t 値、Adj R2 は自由度修正済決定係数、F 検定、Hausman
検定の値は P 値、N は観測値数を表す。




















¡ 0:217 lnCrt lnKLrt ¡ 0:217 lnKLrt lnCrt + 0:217 lnKLrt lnKLrt)
 …… (3)






















1 期前の民間資本ストックおよび 1 期前の県内総生産の将来値を代入するこ
とで、民間資本ストックの将来値を予測する。
　労働力（Lrt）は、総務省統計局『労働力調査年報』に掲載されている、

































　図 2 には 2035 年度の地域厚生水準が示されている。最高となる東京都の



























































































































































































　ここで、2035 年度について、人口 1 人当たり県内総生産と地域厚生水準
との関係を見てみると、
　　lnWr = 0:296 + 0:285
Yr
POPr  …… (4)







人口増加が予測され、高い経済成長率（2005 年度から 2035 年度の年平均成
長率は 1.33%）が予想される沖縄県において、2035 年度の地域厚生水準が 1.63
（36 位）と低くなっていることからも明らかである。
　しかし、図 2 からは、高い経済成長が予測されるところほど地域厚生水準































































































































































































































































































































　厚生を W、第 i 財の数量を Xi とする。このとき代表的個人の厚生関数は




piXi =M  …… (2)
の下で厚生を最大化する。（2）式における pi は第 i 財の価格、M は支出の
総額である。
　このとき、厚生最大化の一階条件から










　トランスログ型厚生関数は（1）式を X1=1 、X2=1 の近傍でテイラー展開し、
2 次までの項を採ることによって得られることから、






¯ij lnXi lnXj  …… (4)























®k  …… (8)
　　¯Mi =
P






















= ¯ji  …… (11)
をおく。
　第 2 は同次性の仮定であり、（4）式が 1 次同次式であるためには
60
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　　®M = 1  …… (12)







M = ®1 + ¯11 lnX1 + ¯12 lnX2
 …… (14)
について推計を行えばよい。また、パラメーターの制約条件より
　®2 = 1¡ ®1  …… (15)








= ®1 + ¯11 lnX1 + ¯12 lnX2 …… (17)
となり、（17）式を推計することにより全てのパラメーターを求めることが
できる。
　第 1 財を人口 1 人当たり民間最終消費支出（C）、第 2 財を人口 1 人当たり






= 0:494 + 0:214 lnCrt ¡ 0:217 lnKLrt  …… (18)
　　　　　　　 (508.51) (124.47)        (－61.92)　　　　AdjR2=0.978
となった。また、（15）、（16）式に（18）式で得られたパラメーターを代入
することにより、
　®2 = 1¡ 0:494 = 0:506  …… (19)
61
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　¯21 = ¡0:217、¯22 = 0:217  …… (20)
を得ることができ、これらのパラメーターを（4）式に代入すると、厚生関
数









括弧内の数値は t 値、AdjR2 は自由度修正済決定係数、DW はダービン・ワ
トソン比、F と Hausman は F 検定と Hausman 検定を行った際の P 値を表
している。
［1］民間資本ストック（データ：1980 ～ 2005 年度×47 都道府県・パネル）
　　KPrt = br + 0:861KPrt¡1 + 0:395Yrt¡1
                       (252.32）           (38.48)
 F=0.000  Hausman=0.000  AdjR2=0.998
［2］70 歳以上人口労働力率（データ：1973 ～ 2006 年度・時系列）
　　LRover70t = 43:669 + (¡0:473 + 0:020D9499)
POPover75t
POPover70t
+ 1:298D8990   
                       (32.60)    (－20.27)   (5.55)                             (4.73)  
　　　　　　　+1:885D9192 + 1:252D93
                        (5.72)          （2.79) DW=0.917  AdjR2=0.998
［3］地域別の生産性上昇要因（データ：2005 年度・クロスセクション）
　　ar = ¡0:000855 + 0:000000105
Lr
Mr
+ 0:00000673 lnKPr lnKIr
                (－5.46)          (7.76)                   (10.46) AdjR2=0.913
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= cr + 0:255
Yrt
POPrt
                           (21.69) F=0.000  Hausman=0.000  AdjR2=0.974
［5］産業基盤型社会資本（データ：1986 ～ 2003 年×47 都道府県・パネル）
　　KIrt = dr + 0:994(KIrt¡1 + IIrt)
                      (1371.97） F=0.000  Hausman=0.000  AdjR2=0.999
［6］生活関連型社会資本
　生活関連型公共投資（データ：1986 ～ 2003 年度×47 都道府県・パネル）
　　 ln ILrt = er + (2:120¡ 0:022D0003) lnYrt
                          (38.71)(－22.69) F=0.000  Hausman=0.000  AdjR2=0.958
　生活関連型社会資本（データ：1986 ～ 2003 年×47 都道府県・パネル）
　KLrt = fr + 0:973(KLrt¡1 + ILrt)




ラベル 変数名 単位 出所・備考




D8990 1989 ～ 1990 年度ダミー ─ ─
D9192 1991 ～ 1992 年度ダミー ─ ─
D93 1993 年度ダミー ─ ─
D9499 1994 ～ 1999 年度ダミー ─ ─
D0003 2000 ～ 2003 年度ダミー ─ ─
II 産業基盤型公共投資 百万円 地域政策研究会『行政投資』














L 県内就業者数 人 総務省統計局『労働力調査年報』
LRover70 70 歳以上人口労働力率 % 総務省統計局『労働力調査年報』
M 可住地面積 km2 東洋経済新報社『地域経済総覧』
POP 人口 人 総務省統計局『国勢調査』
POPover70 70 歳以上人口 人 総務省統計局『労働力調査年報』
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